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1. 経常収支の構成要素の変化 

 

日本の経常収支は黒字を続けているがその中身は変化している（図表 1）。構成する項

目をみると、かつて黒字の中心であった財の貿易収支は、東日本大震災の影響などから

2011年以降赤字に転じ、その後も黒字に復していない。 

貿易収支は長らく黒字を続け経常黒字の主要因となっていたが、世界金融危機が発生

した 2008年頃から黒字額が減少し、2011年に赤字に転じるとその後も貿易赤字は拡大

を続けた（図表 1）。輸出が、①従来からの製造業の生産拠点の海外移転、②電気機器

などかつての主力産業の国際競争の高まり、③新興国を中心とする世界経済の成長鈍化

などから伸び悩む一方で、輸入が東日本大震災後に火力発電用の化石燃料の需要増加に

伴い増勢を強めたことが主な原因である1。 

一方、輸送、旅行、知的財産権使用料、金融などを含むサービス収支の赤字は、この

20 年近く緩やかな減少傾向を辿ってきた。また、海外との投資収益の受取りと支払い

の差額などから成る第一次所得収支の黒字は、1990年代半ば以降増加基調にあり、2014

年には最高額を記録した。このように、2011 年以降の経常黒字の持続に寄与してきた

のは、主としてサービス収支の赤字縮小と第一次所得収支の増加である。本稿では、こ

れらサービス収支と第一次所得収支の推移を概観したうえで、その背景にある海外地域

の動きをアジアに焦点を当て考察する。 

                                                   
1 ただし、2015年前半は、輸入が原油価格下落に伴い原油関連の品目を中心に大きく減少したことなどか

ら貿易赤字は大幅に縮小し、経常黒字の持続に寄与した。 
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図表 1：日本の経常収支の推移 
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（注）直近は 2015年前半の実績。 
（出所）財務省「国際収支統計」 

 

2. サービス収支と第一次所得収支の推移 

 

（1） サービス収支 

サービス収支の赤字は過去約 20 年の間概ね縮小傾向で推移してきた。内訳を主な項

目である①旅行、②運輸、③その他サービスの別にみると、サービス収支全体の赤字額

の減少に最も寄与しているのは旅行収支の赤字縮小である（図表 2）。 

 

図表 2：日本のサービス収支の推移 
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（注）その他サービスは、知的財産権使用料、金融、通信など 10項目から成る。直近は 2015年前半の実績。 

（出所）財務省「国際収支統計」 
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旅行収支は 2000年半ば以降赤字の縮小を鮮明にし、2015 年前半には黒字に転じた。

旅行収支は日本を訪れた外国人が消費した金額（受取り）と、日本人が海外で消費した

金額（支払い）の差額である。その黒字化は日本を訪問する外国人観光客が海外に出か

ける日本人観光客を上回るペースで増加したこと、および訪日外国人一人あたりの消費

額が増加したことの影響が大きい。 

次に、旅行収支の推移を地域別にみると、主要な相手先である①アジア・大洋州、②

北米、③欧州の 3地域いずれもが旅行収支の赤字が縮小し、足元で旅行収支全体が黒字

に転じたことに寄与してきた（図表 3）。特筆すべきはアジア・大洋州であり、2000 年

代半ば以降、赤字が急速に減少を続け 2013 年以降は黒字となっている。また、欧州の

赤字も過去 20 年の間総じて縮小傾向を維持し、足元では赤字額がかなり小さくなって

いる。他方で、北米の赤字は、過去数年こそほぼ同額で推移しているものの、期間を通

じてみれば縮小している。 

 

図表 3：地域別にみた日本の旅行収支の推移 
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（注）その他は、中南米、中近東。直近は 2015年 1～3月期の実績。 
（出所）財務省「国際収支統計」 

 

図表 4は、赤字から黒字への転化という形で目立った変化を示したアジア・大洋州の

旅行収支の内訳を国別にみたものである。これによると、北東アジアでは台湾が期間中

一貫して黒字となっているほか、中国と香港は 2012年より黒字が定着している。また、

韓国は 2015年 1～3月期に初めて赤字を脱した。東南アジアでは、マレーシアとタイが

それぞれ 2013年と 2014年から黒字を続けているほか、ベトナムも 2015年 1～3月期に

黒字に転じた。加えて、インドネシアとフィリピンはいずれも赤字ながらその金額は縮

小しつつある。大洋州はオーストラリア、ニュージーランドともに過去 2、3年間黒字
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を続けている。 

 

図表 4：国別にみた日本の旅行収支の推移（アジア・大洋州） 
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（注）直近は 2015年 1～3月期の実績。 

（出所）財務省「国際収支統計」 

 

（2） 第一次所得収支 

第一次所得収支は、主として直接投資収益と証券投資収益から成る。全体の過半を占

めるのは証券投資収益だが、この 10年間は直接投資収益の増加が目立ち、2013年以降

は第一次所得収支全体の 3割強を占めるに至っている（図表 5）。 

 

図表 5：日本の第一次所得収支の推移 
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（注）直近は 2015年前半の実績。 

（出所）財務省「国際収支統計」 

 

直接投資収益と証券投資収益それぞれについて内訳を地域別にみると（図表 6）、直
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接投資収益の多くを占めているのがアジア・大洋州である。過去 2、3 年は北米・欧州

に追い上げられているものの、アジア・大洋州のウェイトは依然として大きい。 

対照的に、証券投資収益においてアジア・大洋州の割合は極めて小さく、大半を北米、

欧州、中南米の 3地域がほぼ同等の割合で分け合っている。以下では、直接投資収益の

うちアジア・大洋州を取り上げる。 

 

図表 6：地域別にみた日本の第一次所得収支の推移 
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（注）直近は 2015年 1～3月期の実績。 

（出所）財務省「国際収支統計」 

 

アジア・大洋州の直接投資収益の内訳を国別にみると、ウェイトが大きくかつ足元で

増勢を強めているのは中国とタイであり、とくに中国は高水準で安定的に推移している。

中国とタイはいずれも日本からの直接投資が進捗し日系企業の集積が最も盛んな地域

であるため、売上の基盤となる生産・販売拠点が豊富に存在することが、巨額の直接投

資収益の受取りをもたらす一つの要因となっている様子が窺える。 
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図表 7：国別にみた日本の直接投資収益の推移（アジア・大洋州） 

（億円）
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（注）直近は 2015年 1～3月期の実績。 

（出所）財務省「国際収支統計」 

 

3. 経常収支の構成変化におけるアジアの位置づけ 

 

以上でみた通り、経常黒字の中心となる項目は、第一次所得収支およびサービス収支

へシフトしつつあり、このうち旅行収支と直接投資収益はアジアへの依存が大きい。以

下では旅行収支と直接投資収益へのアジアの貢献について考えてみたい。 

まず、近年のアジア向け旅行収支の改善の背景としては、アジア諸国の所得水準の上

昇に加え、通商白書（2015年版）が日本への外国人観光客増加の要因として指摘する、

①積極的な訪日プロモーション、②航空ネットワークの拡充、③魅力的な観光地域づく

り、④為替相場の円安進行、⑤ビザ要件の緩和が影響していると考えられる。 

実際、北東アジアにおいては、訪日に際する個人の観光ビザの発行が開始、もしくは

ビザが免除された中国、香港、台湾は旅行収支の黒字が定着しつつある。また、東南ア

ジアは、2013 年に訪日時のビザが免除されたタイとマレーシアは、その後旅行収支が

黒字化しているほか、数次ビザ2が発行されるようになったベトナム、インドネシア、

フィリピンでもその効果があらわれている。 

今後も政府の成長戦略によるアジア諸国へのビザ要件の緩和は、同地域の旅行収支の

黒字の維持に寄与するものと見込まれる。反面、これらの地域の経済の停滞や円安傾向

の転換は、黒字化した旅行収支の変調につながりうるため、人民元相場をはじめアジア

通貨の動向には注意が必要といえよう。 

次に、直接投資収益は緩やかな増加を続けており、なかでも中国とタイの存在が目立

                                                   
2 決められた有効期間内であれば、何度でも出入国が許可されるビザ。 
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つ。両国は、域内で日系企業の集積がとくに盛んで、周辺国との間で製造業の生産ネッ

トワークが発達している。近年、輸送機械や電気機械などを中心に、国際展開している

製造業の多くは、生産工程を分断し、経済の発展段階の差に応じて国ごとに異なる生産

工程を配置するという工程間分業を行ってきた。こうした製造業の生産工程の国際分業

が世界で最も発達しているのがアジアである。中国やタイに進出した企業のなかには、

人件費の高騰から労働集約的な生産工程を周辺国に移転する動きがみられたが、これも

工程間分業の一つである。 

工程間分業の進捗には、通信費や輸送費の低下、および関税・非関税障壁の撤廃など

の要因により、生産工程を国際間で集約し大規模生産の利益を享受しやすくなったこと

が大きく影響している。この結果、売上の基盤となる生産・販売拠点の規模の拡大に加

え、工程間分業による利益率の上昇が直接投資収益の拡大に寄与しているとみられる。

したがって、直接投資収益の拡大の持続性を見極めるうえでは、これらの地域への直接

投資フローの推移や経済の好不調と同様に、TPP（環太平洋経済連携協定）をはじめと

する貿易自由化への取り組みの進展や、AEC（ASEAN 経済共同体）などの経済統合の

進捗が予想されるなかで、工程間分業の進展が今後も進むか否かが重要な要素となろう。 

なお、存在を増す中国向けの旅行収支の黒字と直接投資収益は、2014 年には合計で

約 1.2兆円と、同年の経常黒字（約 2.7兆円）の 46％にまで達している。ここ数年日本

の経常黒字が大きく縮小していることもあり、中国経済の重要度は、旅行収支の黒字と

直接投資収益を通じた日本の経常黒字の持続という点においても高まっている。 

以 上 
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